
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[162,206円]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [11.23人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [20.1%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [85.4%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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財政構造の弾力性
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給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

伯耆町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
【財政力指数】
　法人町民税収の一時的な伸び等により、近年は上昇傾向となっている、人口の減少や、過去
の建設事業や鳥取西部地震に係る多額の地方債の発行による公債費の肥大化（公債費／標準
財政規模比＝伯耆町：３３．０％、類似団体平均：１９．６％）等によって、類似団体・全国平均を
大きく下回っている。
　「伯耆町定員管理計画（平成１８～２２年度・５ヶ年）」による職員定数の適正化や職員給与カッ
トによる人件費の抑制のほか、補助金・委託料の見直し等による歳出の削減等により、財政の
健全化を図っている。

【経常収支比率】
　人件費や物件費等の経常的な経費の削減により、平成１７年度から改善傾向が続いている
が、過去の建設事業や鳥取西部地震に係る多額の地方債の発行によって公債費が膨らみ、依
然として高い比率にある。
　平成２０年度は、高利率の地方債の繰上償還や、給与カットの継続など改善に向けた取り組み
を行っている。なお、「伯耆町財政計画（平成１８～２２年度・５ヵ年）」において、９０％以下とする
ことを目標としている。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　類似団体平均と比べ高いのは、物件費（類似団体平均比１４３．６％）が主な要因となってい
る。中でも、委託料は類似団体平均に比べ１７５．７％と非常に高く、事業規模の大きなバス事業
の車両運行やＣＡＴＶ事業の番組制作を委託により実施していることが主な原因である。また、人
件費についても、類似団体平均を上回っているが、職員給与カット等による人件費の減少によ
り、類似団体平均に比べ１１０．２％となっている。
　指定管理者制度の導入による委託料の見直しや、「伯耆町定員管理計画」による職員数の適
正化と、職員給与カット等により総人件費の抑制に努めている。

【ラスパイレス指数】
　昇給号数の１号抑制や給与カット（△３～５％）に加え、類似団体の中でも低い水準にある。

【将来負担比率】
　平成２０年度は、高利率の地方債の繰上償還（２７４，７７９千円）及び合併特例債や過疎債等
の交付税措置のある有利な地方債の借り入れを行い、後年度の公債費負担の削減を図ったこと
等によって、前年度に比べ１０．７％の減少となっている。

【実質公債費比率】
　過去の投資的事業に係る地方債償還が、ピーク（平成１７～１９年度）を過ぎたため、前年度に
比べ１．０％の減少したが、類似団体平均と比べると依然として高い比率となっている。新規発行
債の抑制と交付税措置のある有利な地方債の活用のほか、高利率の地方債の繰上償還等によ
り適正な公債費管理を図る。
　なお、「伯耆町財政計画」及び「公債費負担適正化計画（平成１９～２５年度・７ヶ年）」では、平
成２４年度までに１８％以下を目標としている。

【人口１，０００人当たり職員数】
　合併により職員数が類似団体と比較して多いが、「伯耆町定員管理計画」により、平成２２年度
末の職員数の目標を１４５名以内（全会計・特別職除く）　に設定し抑制を図っている（平成１７年
４月１日：１７０名、平成１８年４月１日：１６５名、平成１９年４月１日：１５９名、平成２０年４月１日：
１５２名）。


